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1 F17 研究開発の適応力とインスティテューションとの 関係 

OLU 出品 央 ，渡辺千個 ( 東工大社会理工学 ) 

1.  序 の 多角化は困難であ ると推測される。 また、 図 1 のモデルのよう 

本稿は、 研究開発のテーマ 選定という視点から、 企業が研究 に、 研究開発の多角化が 実現しても、 事業分野の選択と 集中が   

開発の効率性向上と 多角化の両者を 成し遂げるために 必要で 不十分だと、 多角化の濃度 (Density) がⅡ、 さくなり、 結果として、 
あ る研究開発の 適応力 (R&D adaptability) の概念を提供し、 そ 研究開発の多角化による 効果が十分に 得られなくなってしまう。 
の 適応力と共進化関係にあ る外部環境、 特に各国のインスティ 
テューションを 比較分析することを 目的とする。 

現代の企業は、 研究開発を行い、 知識、 ノウハウ、 特許といっ 

た様々な知的資産を 蓄積することによって、 企業価値の最大化 
を目指している。 しかし、 研究開発とその 事業化との間には、 い 

わゆる「デスバレー」が 存在し、 大半の研究開発成果は 事業化さ 
れないと言われる (OfnlceoftheSecretaryofCommeIce,2002)0 
また．この谷を 乗り越えても、 他社との激しい 生存競争に晒され 
ている「ダーウィンの 海」が存在するために、 事業化に成功したに 
もかかわらず、 企業価値向上に 結びっかなりと 言われる 

(AuerswaIdandBranscomb,2003)0 
一方で、 市場では低価格だけではない 高付加価値製品 ( 例え 
ば デジタル家電など ) が求められており、 このニーズを 満たすた 

めには様々な 技術を一つの 製品に結実できる 技術力と多くの 技 
術を開発する 能力 ( 研究開発の多角化 ) が必要であ る。 

従って、 研究開発の効率性向上と 研究開発の多角化双方が 
企業の成長や 企業価値向上にとって 非常に重要であ ると考えら 
れる。 しかし、 この 2 つは一般にトレードオフの 関係にあ るために 両 
者を同時に追及することは 非常に難しい。 

2. 研究開発のテーマ 選定と適応力 

研究開発の効率性向上と 研究開発・の 多角化による 成果を 
得るためには 実際の研究開発テーマの 選定が重要になってくる。 
テーマ選定とは 具体的には、 市場へのインパクト、 製品化までの 

時間、 企業・事業戦略との 整合性、 市場の要望、 開発テーマが 

変更になった 場合の研究者や 設備への影響など 様々な点を比 

較 検討し、 新規開発テーマの 採用と既存開発テーマの 中止を 
行うことであ る。 研究開発テーマは、 研究開発の対象となるテー 

マやプロジェクトを 指す。 中央研究所が 行うような基礎研究のテ 
ーマ / プロジェクトから、 事業部の予算による 応用研究や開発研 
究のテーマ 7 ％ ロ 、 ジェク ト まで含まれる。 

効率性の観点からは、 事業化や収益向上につながる 研究開 
発 テーマを早く 採用し、 早く成果を出す 必要があ る。 また、 事業 

化や収益向上にっながらな い 既存の開発テーマを 早期に中止し   

そのために発生した 余剰能力を将来性があ る開発テーマに 振り 

分けなければならない。 多角化の観点からは、 事業戦略や技術 
戦略を踏まえた 上で、 将来性のあ る技術分野の 開発テーマを 他 
社に先駆けて 採用し、 優位性を築く 必要があ る。 

しかし、 Sullivan(1998) が指摘するように、 技術が人的資本に 
体化されていると、 長期雇用をべ ー スにした企業 ( 特に日本企 

業 ) では、 研究者の入れ 替えが難しいために 自前での研究開発 
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図 1. 研究開発テーマ、 研究開発の多角化、 事業の選択と 集中の関係   

欧米では M&A( 合併・買収 ) を活用した事業の 選択と集中が 
盛んであ り、 大学などの公的研究機関との 共同研究も盛んであ 

る。 研究者の人材の 流動化も激しいために、 研究開発テーマの 
取捨選択が比較的容易に 行える土壌があ る。 しかし、 日本でほ 

M&A 、 公的研究機関との 共同研究、 研究者の人材の 流動性の 
いずれにしても 十分に活用されていない。 

以上より、 将来にわたり 企業価値向上を 持続するためには、 企 

業は適切な研究開発テーマを 取捨淘汰する 機能を内包 し 、 研 
究開発の多角化と 効率性にバランスよく 対処する必要があ ると   

考えられる。 この機能は、 企業が技術機会に 柔軟かつ的確に 対 
応 しつつ自律的に 研究開発テーマを 取捨淘汰できる 環境適応 

能力と考えられる。 よって、 本稿では研究開発の 適応力を、 企業 
が技術機会に 柔軟かつ的確に 対応しつつ自律的に 研究開発テ 

ーマを取捨淘汰できる 環境適応能力と 定義する。 この能力を内 
生化した ビ、 ジネスモデルは、 外生的な環境の 変化に対して 強靱 

性を持つ。 そして、 下記のような 要因によって 影響を受けている 

と 考えられる①自社の 技術力、 ②企業 / 事業 / 技術戦略、 ③知 
的資産 / 無形資産、 ④組織文化、 ⑤企業内の他部署との 関係． 
⑥研究開発費、 ⑦市場 / 顧客との関係．⑧覚部組織との 関係． 
⑨技術動向．⑩インスティテューショ 円規制。 
これまで多くの 研究者が環境への 動的な適応という 視点から   

企業の競争優位性を 生み出す源泉について 論じてきた。 例えば   

コンティシ ジ エメン一理論 ( 瑚 Ⅱ Wenceand ぬ rch,1967) 、 環境 
適応の分類 ( 例 ; 加護持 他 ， 1983) 、 ダイナミックケイパビリティ 
(Teeceetal.,1997) などが挙げられる。 
しかし、 コンティンジェン 、 ン 一理論と環境適応の 分類では組織 

の構造や形態に 焦点を当ててきたために．研究開発や 販売 管 
理 といった企業内の 機能という視点からの 議論が十分とは 言え 

一 316 一 



なかった。 ダイナミッタケイパビリティは 何を適応させるのかという 

具体性に乏しい。 また、 統合する能力に 焦点を当てており、 適応 
するときに生じる 既存資産の選択能力に 言及していない。 これは 
HendeIson(1994) の統合能力についても 同様のことが 言える。 
企業が新たな 環境に適応するためには、 既存資産の中から 捨 
てるものと残すものを 選別しなければならない。 すべての資産を 
残したままで 新たな資産を 生み出すことは、 潤沢な資金があ る 
企業ならまだしも、 通常の企業にとっては 現実的ではない。 この 

取捨選択がうまくいかないことが、 コアコンピタンスをコア リジ ディ 
ティ ( レ onard-Barton,1992) に変えてしまう 一つの要因でもあ る。 

3. 適応力における 内部の視点と 外部の視点 

研究開発の適応力は 企業内と外部環境の 視点があ る。 企業 
内の視点では、 研究開発テーマの 時間的変遷や 選定理由、 研 

究所や研究者などが 研究対象となる。 外部環境の視点では、 適 
応力の支配要因でもあ る各国のインスティテューションとその 時 
間的変遷が研究対象となる。 

3.7 % 探 @ 発 の滴下・ 力 における内部の 視， 点 
前者の分析を 具体的に行 う ためには、 研究開発テーマの 分野 
の幅の時間的推移を 検証する必要があ る。 

研究開発テーマはまずはじめに 外部との共同研究も 含めて自 

社が研究に関与するかどうかを 決定する。 その選定後に 実際の 

研究開発の活動が 行われ、 達成度や経過時間をべ ー スに、 ステ 

一ジ ゲート 法 (Cooper, 2001) などを使った 評価とその内容に 基 
づく 9oorno-9o の意思決定 ( 桑嶋 ， 1998) が行われ、 次 フェーズ 
に進む。 no-9o のとき、 つまり対象となる 研究開発テーマが 中止 
になった後で、 新たな技術分野の 開発テーマを 追加するか、 もし 

くは既存の技術分野の 開発テーマや 既存の開発テーマにより 多 
くの資源を投資するかの 選択が可能になる。 もちろん、 開発 テ一 

マが 中止にならなくても、 当初の目的を 達成し、 無事に開発が 終 

了した場合や 役員の承認などによって 研究開発費増額の 場合も 
この選択を行うことになる。 

図 2 では、 研究開発テーマの 分野の幅から 見た研究開発の 多 

角化と既存の 研究開発テーマの 取捨選択の方法の 2 つの視点 
から、 研究開発テーマ 選定の分類を 行っている。 研究開発の多 
角 化の視点は、 今よりも研究・ 技術分野が増加するか 減少する 
か．もしくは 現状維持かを①多角化型 ( 今 よりも研究・ 技術分野 

を増加させる ) 、 ②均衡型 ( 今 とほほ同じの 研究・技術分野散 ) 、 

③選択と集中型 ( 今 よりも研究・ 技術分野を絞り 込む ) という 3 つ 
に分類している。 

研究開発テーマの 取捨選択方法では 今の研究・技術分野を 
なるべく継続するかたちで 新たな分野のテーマを 追加して い く か 

(A. スタティッ タ型 ) もしくは、 新たに開発テーマを 追加するとき 
には既存のテーマや 研究・技術分野をできるかぎり 中止してから 

追加するか (R. ダイナミッタ 型 ) のどちらを重視しているかという 
視点から 2 つに 分類している。 ここでのダイナミ 、 ソタ型は事業の 多 

弗 化の議論でよく 言われる非関連型多角化を 意味しない。 本業 
に関連した技術分野の 開発テーマを 増やすことは 可能であ る。 
本業に関連が 薄い分野に開発テーマを 増やしていくことも 可能 

であ るし，一方で 絞り込むことも 可能であ る。 
高 付加価値商品を 求める需要と．それに 答えるための 研究開 

発の多角化と 効率性という 観点から、 これら 6 分類の中で最も 研 

究 開発の適応力が 大きいと考えられるのは① -B: 多角 ィ Ⅰダイ 
ナミック型であ る。 同様の観点から、 次に適応力が 大きいのは． 

① -A: 多角 ィ ヒースタティック 型、 もしくは② -B: 均衡 - ダイナミック 
型のどちらかになると 思われる。 

③ -A: 選択と集中 - スタティッ タ 型はあ まり適応力 ( 特に長期 
的な適応力 ) が大きくないと 思われる。 短期的には自らの 本業の 
技術分野に資源を 集中させた研究開発活動によって 業績が向 
上することもあ るが、 Christensen(l997) が指摘するようにあ まりに 
も既存の顧客の 要望を満たしてしまい、 新たな成長分野への 投 
資がなされないこともあ るだろう。 Christensen(1997) に従えば、 
既存企業が③ -B: 多角化 - ダイナミック 型を採用することほ 未成 

熟な市場に対応した 研究開発テーマを 選択することを 意味する 
ために非現実的と 言えるだろう。 

3.2 班 究捜 @ の適応力における 外部の視， 点 
後者の外部環境の 視点では、 各国のインスティテューション 

が重要な要因として 考えられる。 インスティテューションについて 
ほ 、 多くの社会科学者によって 議論がなされてきたが、 様々な定 

義や見解が存在し、 明確な回答が 得られていない 
様々なインスティテューションの 定義や概念に 関する議論は 大 

きく 3 つに分類できる (HallandTayIor,1996; 河野， 2002) 。 1 つ 
は 経済学的な見方であ る。 この見方は制度を 制約あ るいはルー 

ルとして捉え．制度の 変化を説明するのに 有効であ る。 2 つ目 は 

社会学的な見方であ る。 制度を文化的・ 認知的枠組みとして 捉 

え、 制度の持続性を 説明するのに 有効であ る。 3 つ 目は政治学 
における歴史的制度論の 見方であ り、 過去の歴史的経緯がどの 

ように制度の 生成・維持・ 衰退に影響を 与えたかを議論する。 よ 
って、 過去の経緯や 伝統について「経路依存性」を キ 一概念の一 

つとして制度を 歴史的に捉えている。 
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しかし、 制度を制約と 考えていた経済学においても、 
成長のコアとなるメカニズムを 機能させる経済・ 社会制 

度の充実度が 国家の経済成長にとって 非常に重要であ 

ると考えるようになっている ( 石井， 2003) 。 従って、 各学 
問分野の視点を 統合したインスティテューションに 対す 
る理論・概念や 分析が必要であ る。 
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図 2. 研究開発テーマ 選定の 6 分類   

4. 適応力へのインスティテューションの 影響 
本稿では、 以上の議論を 踏まえ、 研究開発の適応力 

に影響を与えている 各国のインスティテューションの 比 

較分析を行う。 東京工業大学の 21 世紀 COE プロバラ 
ム「インスティテューショナル 技術経営」では、 インスティ 
テューションは、 ①国家戦略・ 社会制度、 ②企業レベル 
での組織文化、 ③歴史的背景の 3 軸で形作られるとし 
ている。 
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本分析では、 各軸 ごと @ こ 主成分分析とクラスタ 一分析を行い   

各 軸に且ルた 各国の特徴を 抽出する。 クラスタ一の 作成方法とク 
ラスタ一間の 距離決定方法として、 ウォード 法と 標準化ユークリッ 

ド距離法を用いている。 対象国は表 1 に示す各地域を 代表する 

24 カ国であ る。 

表 1 分析対象の 24 カ国 

甘ヒ米 欧州   その他 

                        13. 日本       オース @ ラリア 
2. 米国     英国                                                         南アフリカ         

11. 。 シア ' 。 ・ マ 。 一 シア   

ていても柔軟性が 高い。 一方で、 日本、 フランス、 ドイツは非常に 

柔軟性が低いことが 分かる。 

表 2  国家戦略・社会制度の 指標と分析結果 

各主成分の重み 係数 

指標 出所 り 第 1 主成分 第 2 主成分第 3 主成分 

政府の効率性   
Ⅵ 00 人 当たりの全研究開発 穏   
研究開発に影 キを 与える法規制 1  .104  -.247  ..n8n 

公的研究機関の 質   
著名シヤーナルにおける 槻弓偶数 2  .066  .177  .770 

特許・著作権 の保証   
lC Ⅰにおける政府の 準備・姿勢指標 3  .103  -.l7@  ..071 

ぽ 丁における政府の 和 据 指標 3 .097 -.23@ .036 

ノ 、 間開発指標 4 .0 卵 w350 -.335 

教育指標 4 .070 .4l2 -.449 

教育 - の公的支出 @ .082 ..134 .016 

lCT Ⅰにおける環境要因の 指標 3 .@@4 .0 ㏄ -.026 

物的インフラ @ .110 .010 -.10@ 

4 ソ国家戦勝・ 社会制度 
固有値   
寄与率 (%)   

国家戦略と社会制度については、 表 2 に示す 13 の指標を選 " ね 寄与 き (%,   
訳 している。 主成分分析の 結果としては、 全変数のバラツキの 

公的ぬ n の研究佳カ 

83.6% を 3 つの主成分に 集約できた。 第 1 主成分の重み 係数は 
各変数ほ ほ 同じ値を示しているので、 各変数に共通した、 基本 

的な国家制度を 表していると 考えられる。 よって、 第 2. 第 3 玉成 
分の スコアの散布図を 図 3 で示した。 

各主成分の各係数の 値から、 X 軸はプラスであ れば、 その国   

政府の戦略や 制度が教育を 重視しており、 マイナスであ れば   
効率性を重視していると 解釈できる。 Y 軸は各国の公的研究機 

関の相対的な 研究開発能力を 表していると 解釈できる。 米国と 
インドは教育重視 か 効率性重視かの 戦略・制度の 違 い はあ るが   

その戦略や制度は 研究開発能力への 好 影響があ ると思われる。 

しかし、 日本も含めた 他の国の研究開発能力は 十分な成果が 出 
ているとは言いがたい。 

        

4.2 企業レベルの 紹 織文化 図 3. 主成分得点の 分布 : 国家戦略・社会制度   

企業レベルの 組織文化については．表 3 に示す 7 つの指標を 

選択した。 主成分分析の 結果としては、 全変数のバラツキの 表 3 企業レベルの 組織文化の指標と 分析結果 
92.6% を 3 つの主成分に 集約できた。 前節と同じように、 第 1 主 

各主成分の重み 係数 

  成分の重み係数は 各変数ほ ほ 同じ値を示しているので、 各変数 指標 出所Ⅱ 第 l 生成分 第 2 主成分第 3 主成分 

に共通した．基本的な 企業の組織文化を 表していると 思われる。 高等教育の達成度   
よって、 第 2. 第 3 主成分のスコアの 散布図を図 4 に示した。 新技術の吸収力   

Ⅰにおける企業の 準備・姿勢指標                                 
率性の相対的な 各主成分の各係数の 成果を表していると 値から、 X 軸は各国の企業における 解釈できる。 Y 軸はプラスで 効 @fT ビジネスの効率性 企業における Ⅰにお ナ l る 企業の利用指標 [oon 人 当たりの研究開発費 l   163  .. 耶 3  ..4119 
あ れば、 その国の企業が 教育を重視しており、 マイナスであ れば、 ほ @9., リテラ。 -   
ビジネス志向を 示しているために、 教育よりも即戦力の 人材を重 寄与率 固有値 (%)     
規 していると解釈できる。 米国や中国の 企業は教育よりもビジネ、 累積 寄軽 ㈲   
ス 重視 明口 戦力の人材重視の 姿勢を持っていることが 分かる。 一 

方で、 日本は社内での 教育を重視する 姿勢であ るが、 シンガポ 
一ル や カナダと異なり、 ビジネスの効率性に 結びついていない。 5. 結論と課題 

以上の分析結果から、 各国のインスティテューションについて 

4.3 磨 史的背景 論じる。 はじめに、 日本は、 国家・企業 両 レベルともに 教育に力を 

歴史的背景については   表 4 にあ る 9 つの指標を選択した。 入れており、 その成果も相まって、 成熟度が高くなっている。 しか 
主成分分析の 結果としては、 全変数の バラ、 ソキ の 78.4% を 3 つ し、 国家・企業 両 レベルともに 柔軟性という 点では大きく 見劣りす 

の主成分に集約できた。 第 1. 第 2 主成分のスコアの 散布図を図   

見た成熟度を 表していると 解釈できる。 Y 軸は各国の歴史的 観 ま 石井は 003) 
  点から見た柔軟性を 表していると 解釈できる。 先進国はおおよそ 3:@The@Global@Information@Technology@Report@2004 
成熟度が高いが、 柔軟性に大きな 差異が見られることがわかる。 4:？uman．evelopment！ndicator・ 
米国、 カナダ、 スウェーデン、 オーストラリアといった 国々は成熟し   
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る 。 対象国の中でも 最下位に近い 値になっている。 このために研 

究能力という 成果に負の影響を 与えていると 考えられる。 
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図 4. 主成分得点の 分布 : 企業レベルの 組織文化   

表 4  歴史的背景の 指標 

各主成分の重み 係数 

指標 出所。 第 l 主成分 第 2 主成分第コ主成分 
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一方で、 米国はビジネス 志向に基づき 発展すことによって、 高 

い成熟度と高い 研究能力を獲得している。 また、 現在大きな成 
長力を誇る中国は、 米国と同じように 強いビジネス 志向を基にし 

ているが、 まだ柔軟性が 低いために、 研究能力の飛躍に 繋がっ 

ていない。 今後、 法律や制度の 見直しが進むと 高い研究能力や 
経済成長を成し 遂げる可能性を 秘めていると 考えられる。 しかし   
このような結論が 出たからといって、 日本やフランスの 企業がす 

べて負の共進化を 起こしていると 考えるのは早計であ る。 昔から 

の腕時計事業から 培った精密機械の 加工技術の蓄積を 液晶関 
連事業に生かしたセイコーエプソンは 小型液晶や液晶ドライバの 

市場では世界シェアトップであ り、 研究開発の適応力が 高い企 

業の候補と言える。 
今回の分析では 研究開発の適応力を 検証する上での 外部環 
境、 特に各国のインスティテューションと 研究開発とのマクロ 的 
視点から見た 関係について 分析を行い、 インスティテューション 

の 3 つの軸の即した 各国の特徴を 抽出した。 しかし、 研究開発の 

適応力は研究開発の 領域によって 必ずしも一様ではなく、 各領 
域に即した補完分析が 不可欠であ り、 先に述べた内部の 観点か 

らの分析も重要であ る。 従って、 今後は企業内部の 実際の研究 
開発の適応力について、 ここで挙げた 6 分類を基に分析を 行い、 

内部・外部両者の 視点を統合して、 分析する必要があ る。 
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